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選択式
回答

記述式回答

1

2015 年８月下旬から９月上旬にかけての経済
状況について、関連する業界、地域等 の現状
やご自身の知見・経験等を踏まえ、３か月前
(2015 年５月下旬から６月上旬)と 比べて良く
なっているか、悪くなっているか選んでいただ
き、その理由をデータや具体的な事例とともに
300 字以内でご記入ください。その際、前年との
違い等お気づきの点があれば併せてご記入下
さい。なお、政府の景気認識については月例経
済報告の中でお示ししているのでご参照くださ
い。

２－１

（別紙５）の１．（１）のとおり、経済財政諮問会議
ではデフレからの脱却、経済の好循環の拡大に
向けた取組を進めていくこととしておりますが、
現場の実情や地域の視点から特に強化・加速
すべきとお考えになる取組について具体的なご
意見がございましたら300字以内でご記入くださ
い。

２－２

また、（別紙５）の１．（２）のとおり、経済財政諮
問会議では我が国経済の潜在的な成長力の強
化について取組を進めていくこととしております
が、現場の実情や地域の視点から特に強化・加
速すべきとお考えになる取組について具体的な
ご意見がございましたら300字以内でご記入をお
願いいたします。

-

潜在的生産性での財政健全化論議は、本来、構造的視点であり、構造評価で循環要因を除去するために使う税収
弾性値などに目を奪われると、短期的景気変動と構造的議論を混同し、バブル期の景気浮揚による仮初の財政健
全化と同じになる。緊急の景気対策とは全く別に、公的サービスの水準や公的負担について、景気循環を除去した
平年ベースの財政水準を議論すべきである。ただし、景気悪化局面だけ、従来の足元の経済状況に代わる指標と
して、構造的議論を採用するような、指標のご都合主義的選択は望ましくない。国際的にも、財政では景気変動を
除いた構造的議論が標準となっており、今後一貫して、景気変動とは分けて、構造的評価をすべきである。

質問事項

経済動向

悪くなってい
る

円安が定着していた3ヶ月前に比べ、国際的景気悪化懸念から急速に円高へと変化している。これは、その後急速
に円安に進んだ、昨年同時期とは逆方向にある。厚生労働省「毎月勤労統計調査」では実質賃金は昨年から低下
傾向であり、総務省「家計調査」からも5月を除いて、3月から6月で実質消費が減少している。経済産業省の「商業
動態統計」、「鉱工業生産指数」からは本年上半期について、売り上げ、生産はほぼ同水準で推移しており、景気拡
大の展望が見えない。なお、国土交通省「建設工事受注動態統計」からは公共機関からの受注は大きく減っている
が民間の受注が伸びて堅調と思われ、人手不足の折、民間部門にシフトできていると思われる。

デフレ脱却・経済再生を確実にするための取組

-

政策目標となる経済成長率について、どの産業からその成長率上昇を促しうるかといった個別の数値的見込みも
必要ではないか。どの分野の潜在的な付加価値（市場規模）を引き上げやすいかを具体的に意識して、それに資す
る施策の優先順位を設定すべきであろう。当然、投入側の女性などの就業者増がどの産業に吸収されるか、その
後分配される賃金や利子・配当の増加にどの程度寄与し、どの需要項目に帰着するかという見込みもたてて、生
産、所得、支出の3面の循環を綿密に検討すべきだろう。その見込と現状のギャップから政策適正化の取組を進め
るべきである。現状では具体的な根拠に乏しく、経済主体の成長期待に働きかける効果が弱いと思われる。


